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第５節 開発許可の事務 

 

都市計画法 

 （開発行為の許可） 

第 29 条 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で

定めるところにより、都道府県知事（地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 19第 1項の指定都市又は

同法第 252 条の 22 第 1 項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内にあっては、当該指定都市等の長。

以下この節において同じ。）の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる開発行為については、この限り

でない。 

 

  地方自治法 

 （中核市の権能） 

第 252 条の 22   政令で指定する人口 20万以上の市（以下「中核市」という。）は、第 252 条の 19第 1項の規定に

より指定都市が処理することができる事務のうち、都道府県がその区域にわたり一体的に処理することが中核市

が処理することに比して効率的な事務その他の中核市において処理することが適当でない事務以外の事務で政令

で定めるものを、政令で定めるところにより、処理することができる。 

２ 中核市がその事務を処理するに当たって、法律又はこれに基づく政令の定めるところにより都道府県知事の改善、

停止、制限、禁止その他これらに類する指示その他の命令を受けるものとされている事項で政令で定めるものに

ついては、政令の定めるところにより、これらの指示その他の命令に関する法令の規定を適用せず、又は都道府

県知事の指示その他の命令に代えて、各大臣の指示その他の命令を受けるものとする。 

 

 

開発許可の許可権者は、基本的には都道府県知事ですが、福島県においては、中核市（福島市、郡

山市、いわき市）及び事務処理市（会津若松市、白河市、須賀川市、喜多方市、相馬市及び南相馬市、

二本松市、伊達市）の区域についてはそれぞれの市長が、それ以外の区域については知事が許可権者

となります。 

 

 

 


